
Ⅰ．調査研究の全体俯瞰 
 

Ⅰ.1  全体俯瞰図の作成 

 
目次の項立てから主だった調査研究項目を抜き出し、

それを1枚の図に記載し、本研究報告に収められた調

査研究の全体俯瞰図とした（図-Ⅰ.1 参照）。図では、

１つの項目を１つの枠内に記載し、項目数（枠の数）

は９６個になった。なお、目次の複数の項目を１つの

枠にまとめたものもあるので、目次の項目と枠が一対

一で対応するものではない。それでも、図中の各項目

と目次を比較すれば、各項目の結果が本報告書のどこ

に記述されているかを大方見つけることができる。 

全体俯瞰図の使い勝手は項目記載の配置等のルール

に左右される。これについては、「本研究報告の特徴」

のところで述べた３つの軸（対象分野、ハザードの種

別、調査研究の類型）を考慮して、次のように定めた。 

まず、第２軸（ハザードの種別）を念頭に、図の左

上端に「地震動の把握・分析」を、左下端に「津波襲

来状況の把握」を配し、東日本大震災を引き起こした

二大ハザードの把握・分析を起点にした調査研究の展

開を表現する方式とした。両方のハザードを一緒に扱

う調査等もあるので、地震動と津波の両方を起点にす

る表現もできるようにした（図-Ⅰ.1 中で、左上と左

下の起点をつなぐ二重線から発する調査研究）。 

次に、ある調査研究の成果がもう一つの調査研究の

実施につながるという関係性を持つ項目同士を矢印で

つなぐことにより、ハザード把握という起点から調査

研究が次々展開されていく様を表現した。たとえば、

〔津波襲来状況の把握→海岸堤防の被災状況把握→

被災度合いを支配する要因の分析→被災しにくい構

造上の工夫の検討〕というつなぎ方である。ここで、

矢印の向きが大略左から右になるように各項目の枠を

配した。また項目同士のつながりは同一分野内でより

強くなる。このため、出来上がった全体俯瞰図は、調

査研究項目の連なりが、左から右に向かって対象分野

ごとに何本も伸びて行くという形を持つことになった。

こうして、調査研究の展開は分野毎の整理が基本にな

った（第１軸）。 

調査研究の類型という第３軸については、類型の違

いを枠の表示法（色）の違いで識別できるようにする

ことで全体俯瞰図に取り込んだ。設定した類型は次の

10 個であり、それぞれの表示法を図-Ⅰ.1 の右端にあ

る凡例で説明している。 

 震災を起こした事象の把握・分析 

 被害の実態把握、分析、メカニズム検討／デー

タアーカイブ 

 緊急対応、復旧、復興の実態把握 

 危険事象予測、危険度評価手法 

 外力設定法・基準 

 構造物の設計基準 

 新工法・手法の開発 

 復旧、復興の手順・計画・フレーム 

 災害事象覚知手法 

 災害対応マネジメント手法 

以上の各類型が先に説明した調査研究の展開（項目の

連なり）において、どのような順番になっているか？

などを見ることにより、類型の“連鎖的変転”のパター

ンを把握することができる。 

 以上の作業を行った上で、改めて、調査研究項目で

深い関係性を持つもの同士を線（矢印無しの線のみ）

で結んだ。既に同一分野で直接つながりがあるもの同

士は矢印で結ばれているので、この段階での結線は、

分野毎の左から右への連なり（第１軸の視点）を縦に

つなぐものになる。なお、結線だけではカバーしきれ

ない場合は、関係する調査研究項目群をまとめて囲う

表示とした。 

 図-Ⅰ.2 は以上に説明した内容を概念図に表したも

のである。 

 

図-Ⅰ.2 全体俯瞰図の作成の考え方 
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図-Ⅰ.1 調査研究の全体俯瞰図 

震災を起こした事象の把握・分析

被害の実態把握、分析、メカニズム

検討／データアーカイブ 

危険事象予測、危険度評価手法

構造物の設計基準

外力設定法・基準

災害事象覚知手法

復旧、復興の手順・計画・フレーム

新工法・手法の開発

災害対応マネジメント手法

緊急対応、復旧、復興の実態把握

★･･･技術基準、ガイドライン等とし

ての施策反映がなされたもの 

調査研究項目の類型の凡例

下水道施設被害の総括（沿岸部処理場の津波被
害、液状化による管路被害、津波の管路内遡上
による被害）、管きょ液状化対策の効果確認

被災した下水道施設に対する緊急措置、応急および本復旧のあ
り方の提言→災害時における下水の処理･排除に考え方(案)★

管路施設の耐震対策、管路と処理場・ポンプ場の耐津波対策、
耐津波対策を考慮した下水道施設設計の考え方の提言★

地震後の不明水量の変化に
着目した下水道管路被災のマ
クロ・迅速把握手法

地震・津波による北上川汽水域の植生と物理環境の変化把握

地震動の把握・分析
・地震動全般の情報収集・特性整理

・強震観測記録の分析（土木構造物、建
築物、周辺地盤、地中）

・建築物の挙動、超高層建築物の地震
応答の分析

・ダムで観測された地震動の特性分析

津波襲来状況の把握

・震源域から海岸までの伝播に
関する資料収集・整理

・痕跡調査による陸地到達・侵
入状況、河川遡上の把握

地震動により発生した土砂災害状況の把握

地震動による河川堤防の被害特性把握

津波遡上による河川
堤防被災の特性把握

地震後のダム施設の安定性評価・確認

海岸保全施設（盛土被覆タイプ）
の被災状況把握、全壊がもたら
す大規模海岸地形変化の把握

海岸保全施設（盛土被覆タイプの海岸堤
防）の破壊遅れによる減災効果試算

海岸保全施設（海岸堤防－盛土被覆タイプ）
の被災要因分析→破壊要因と度合いの把握

海岸保全施設（海岸堤防－盛土被覆タイプ）の被災状況データセット

地震動による道路構造物の被災状況の把握
液状化の影響・被害（舗装，橋台）の把握・分析

津波を受けた道路
橋の被害事例収
集・分析

海岸保全施設（胸壁、護岸）の被災状況
把握、フラップゲート、陸閘等の機能不全
状況把握、漂流物衝突の影響把握

海岸保全施設（防潮壁）の
被災特性と要因の分析

港湾貨物コンテナの津波漂流状況の把握

海上輸送物流への今次震災影響の把握

港湾都市における産業・物流の被害と復旧状況の把握

港湾施設の被害と復旧に関す
る技術情報の整理（含；原設
計図面、復旧断面図等）

仙台空港の基本施設の被害状況把握、
液状化対策効果の確認

建築，住宅および都市域全般に係る被
害の概況整理：災害関連法の適用、人
的被害、避難、住宅被害、火災発生件
数、建築物応急危険度判定の実施、ラ
イフライン被害、エレベータ閉じ込め

津波による市街地の被害状況整理：
浸水深、全壊率の平面分布、両者の
関係／浸水範囲における小中学校、
病院、高齢者福祉施設の存在状況
／人口分布や高齢化率、就業構造

地震動による鉄筋コンクリート造、鉄骨造、
木造、免震建築物の被害状況の把握・分析

地震動による宅地地盤・基礎の被害状況の把握

建築物非構造部材の地震動による被害状況の把握・分析

津波による鉄筋コンクリート造、鉄骨造、木造建
築物の被害状況の把握、耐力と津波加重の分析

建築物の火災発生状況の把握：地震火災、津波火災

地震動による建築物の防火対策・設備の被害状況の把握

応急仮設住宅等を確保する取り組み
の実態把握、供給フレームの整理

被災者の住宅確保の実態把握

復興の取り組みに
おける建築制限の
運用実態の整理

公園緑地と海岸林の被害実態、被災要因、
減災効果発揮状況の把握・分析

超高層の事務所建物の管理
者・居住者へのアンケート調査

道路橋に作用した津波特性の把握：津波外力の推
定、上部構造流失につながる外力特性の把握

港湾域
の被害
全般の
把握

プレート境界型地震を想定した設計地震動の検討→
道路橋示方書におけるレベル２地震動等の改定★

液状化に関する共通的技術検討（判定法の妥当性，
解析手法の適用性）→液状化対策技術検討会議

津波防災地域づくりに関わる津波外力設定等の検討→各種基準化★
→設計津波水位の設定法
→津波浸水想定の手引き
→建築物およびその利用への影響判断に用いる基準水位の設定法

ダムに関する大規模地震動の設定法の検討→H23ダム距離減衰式の提案★

地震による斜面崩壊危険度の評価法の改良

地震発生後の土砂災害
警戒避難雨量基準の設
定法の改良★

地震による土砂災害発生状況
の早期・広域把握手法の開発

下水道施設の段階的応急復旧対策の効果実態把握

放射性物質を含む下水汚泥への対処法の検討

下水道施設の応急復旧
状況の収集・整理

下水道管きょの耐震対策の向上検討→下水
道施設の耐震対策指針と解説2014年版★

下水道管きょの大規模地震による被害推測
法の開発→迅速・適切な緊急支援体制構築

地震動による河川堤防被災と洪水の
同時期生起への対応の検討→複合
災害対処に向けての基本知見

実験，解析，現地データ分析による河川・陸地津波遡上の特性把握

粘り強い海岸堤防（盛土被覆タイプ）の構造の提案
→被災現場の復旧工法，海岸法改正で位置づけ★

自然・地域インフラを活用した対津波減災方策の検討
「東日本大震災からの復興に係わる公園緑地整
備に関する技術的指針」作成へのインプット★

防災公園の計画・設計に関するガイド
ライン(案)の検討→H27.9改訂版発出★

対液状化を考慮した舗装構造の検討

地震時の道路橋通行障害をセンサー
により自動把握するシステムの開発

道路啓開の優先路線・区間を抽出する手法の開発

震災時の道路上へのガレキ発生量予測手法の検討

道路啓開の進捗と避難所への物資供給状況との関係把握

津波避難シミュレーションによる避難安全性の評価手法の開
発、津波避難を円滑化する市街地整備の計画手法の検討

海洋レーダによるリアルタイムでの面的津波検知技術の開発

津波来襲時の避難水域整備に関
わる港湾計画基準の検討

海岸保全施設（防潮壁）の耐津波設計の検討

港湾施設（防波堤）の耐津波設計，粘り強い構造化の提案→
防波堤の耐津波設計ガイドライン（H25.9，H27.12）に反映★

港湾施設の耐震設計と
地震被害推定法の検討

空港の震災対応能力の向上のため
の震災リスクマネジメントの活用法

震災初期段階での緊急対応に求め
られる空港機能の分析

津波避難ビルの構造要件の検討，津波荷重設定の合理化→各種基準化★
外壁材の脱落を考慮した
耐津波設計法の開発

建築物の長周期地震動への対応に関する検討→「超高層建築物等における南海

トラフ沿いの巨大地震による長周期地震動への対策案について」パブリックコメン
トを経て国土交通省住宅局から地方公共団体等へ通知（平成28年6月）★

高層建築物の地震後の火災対応の向上検討

天井脱落対策に係わる技術基準の検討，エレベーター・エスカレーターの脱落防止対策の検討→建築基準法告示★

住宅地盤の液状化判定手法の開発→住宅性能表示制度に反映★

応急的住まいの供給状況と退去・解消の実態把握
入居経緯，居住実態，自宅再建動向の分析

復興まちづくりにおける災害公営住宅の役割の分析：まちに
人を住まわせる、まちに必要な機能を提供する取り組み

災害公営住宅の供給計画の事例収集・整理

地域の小規模住宅生産者がどのような体制を組み、被災住宅の補修・
改修、仮設住宅の建設などを展開したかの現地調査（岩手県中心）

被害を受けた港湾域の自然環境の修復手法の検討

被災した歴史的市街地の復旧プロセスの分析

被災前景観の3Dデータの作成手法開発

大規模被災時の防災拠点機能の
リダンダンシー確保手法の検討

液状化被災地（市街地）の復旧・復興支
援技術の開発・ツール提供→都市局と

共同での各種ガイドライン発出（地下水
位低下工法、格子状地中壁工法）★

今次大震災における地域建設業に
よる支援活動の実態把握と分析

今次大震災における道路管理
者の対応の記録収集・整理

大規模広域型地震によるインフラ被害
の即時推測技術の開発→災害規模感
の即時把握・共有、現場対応支援

低頻度激甚災害に対する危機管理
方策を検討する手法の開発

災害対応マネジメントにおける情報技術の活用法
検討
・道路通行実績区間、区間旅行時間の把握
・災害危険地域内にいる車両への注意情報提供
・道路管理用情報共有プラットフォームの活用
・道路基準点・基盤地図情報の座標補正法提示

・情報化施工技術による埋設ガレキ等の管理手法の検討
・３次元CADデータを活用した災害復旧支援の検討
・３次元設計データを用いて橋梁変状を監視する技術の検討

宅地液状化マップ作成支援ソフト

特定開発行為にかかわる技術的基準の検討：建築物，盛土・切土の対津波安全性の評価法★

津波防災地域づくり法関連

今次被災地の防災拠点の
機能発揮・喪失実態分析

津波予報の予想
波高に応じた津
波浸水域探索シ
ステムの開発

津波からの
多重防護・
減災システム

道路橋示方書下部構造編，耐
震設計編の改定に反映★

道路橋示方書耐震設計編の改定に
反映（地域の防災計画等を考慮）★
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図-Ⅰ.1 調査研究の全体俯瞰図 

震災を起こした事象の把握・分析

被害の実態把握、分析、メカニズム

検討／データアーカイブ 

危険事象予測、危険度評価手法

構造物の設計基準

外力設定法・基準

災害事象覚知手法

復旧、復興の手順・計画・フレーム

新工法・手法の開発

災害対応マネジメント手法

緊急対応、復旧、復興の実態把握

★･･･技術基準、ガイドライン等とし

ての施策反映がなされたもの 

調査研究項目の類型の凡例

下水道施設被害の総括（沿岸部処理場の津波被
害、液状化による管路被害、津波の管路内遡上
による被害）、管きょ液状化対策の効果確認

被災した下水道施設に対する緊急措置、応急および本復旧のあ
り方の提言→災害時における下水の処理･排除に考え方(案)★

管路施設の耐震対策、管路と処理場・ポンプ場の耐津波対策、
耐津波対策を考慮した下水道施設設計の考え方の提言★

地震後の不明水量の変化に
着目した下水道管路被災のマ
クロ・迅速把握手法

地震・津波による北上川汽水域の植生と物理環境の変化把握

地震動の把握・分析
・地震動全般の情報収集・特性整理

・強震観測記録の分析（土木構造物、建
築物、周辺地盤、地中）

・建築物の挙動、超高層建築物の地震
応答の分析

・ダムで観測された地震動の特性分析

津波襲来状況の把握

・震源域から海岸までの伝播に
関する資料収集・整理

・痕跡調査による陸地到達・侵
入状況、河川遡上の把握

地震動により発生した土砂災害状況の把握

地震動による河川堤防の被害特性把握

津波遡上による河川
堤防被災の特性把握

地震後のダム施設の安定性評価・確認

海岸保全施設（盛土被覆タイプ）
の被災状況把握、全壊がもたら
す大規模海岸地形変化の把握

海岸保全施設（盛土被覆タイプの海岸堤
防）の破壊遅れによる減災効果試算

海岸保全施設（海岸堤防－盛土被覆タイプ）
の被災要因分析→破壊要因と度合いの把握

海岸保全施設（海岸堤防－盛土被覆タイプ）の被災状況データセット

地震動による道路構造物の被災状況の把握
液状化の影響・被害（舗装，橋台）の把握・分析

津波を受けた道路
橋の被害事例収
集・分析

海岸保全施設（胸壁、護岸）の被災状況
把握、フラップゲート、陸閘等の機能不全
状況把握、漂流物衝突の影響把握

海岸保全施設（防潮壁）の
被災特性と要因の分析

港湾貨物コンテナの津波漂流状況の把握

海上輸送物流への今次震災影響の把握

港湾都市における産業・物流の被害と復旧状況の把握

港湾施設の被害と復旧に関す
る技術情報の整理（含；原設
計図面、復旧断面図等）

仙台空港の基本施設の被害状況把握、
液状化対策効果の確認

建築，住宅および都市域全般に係る被
害の概況整理：災害関連法の適用、人
的被害、避難、住宅被害、火災発生件
数、建築物応急危険度判定の実施、ラ
イフライン被害、エレベータ閉じ込め

津波による市街地の被害状況整理：
浸水深、全壊率の平面分布、両者の
関係／浸水範囲における小中学校、
病院、高齢者福祉施設の存在状況
／人口分布や高齢化率、就業構造

地震動による鉄筋コンクリート造、鉄骨造、
木造、免震建築物の被害状況の把握・分析

地震動による宅地地盤・基礎の被害状況の把握

建築物非構造部材の地震動による被害状況の把握・分析

津波による鉄筋コンクリート造、鉄骨造、木造建
築物の被害状況の把握、耐力と津波加重の分析

建築物の火災発生状況の把握：地震火災、津波火災

地震動による建築物の防火対策・設備の被害状況の把握

応急仮設住宅等を確保する取り組み
の実態把握、供給フレームの整理

被災者の住宅確保の実態把握

復興の取り組みに
おける建築制限の
運用実態の整理

公園緑地と海岸林の被害実態、被災要因、
減災効果発揮状況の把握・分析

超高層の事務所建物の管理
者・居住者へのアンケート調査

道路橋に作用した津波特性の把握：津波外力の推
定、上部構造流失につながる外力特性の把握

港湾域
の被害
全般の
把握

プレート境界型地震を想定した設計地震動の検討→
道路橋示方書におけるレベル２地震動等の改定★

液状化に関する共通的技術検討（判定法の妥当性，
解析手法の適用性）→液状化対策技術検討会議

津波防災地域づくりに関わる津波外力設定等の検討→各種基準化★
→設計津波水位の設定法
→津波浸水想定の手引き
→建築物およびその利用への影響判断に用いる基準水位の設定法

ダムに関する大規模地震動の設定法の検討→H23ダム距離減衰式の提案★

地震による斜面崩壊危険度の評価法の改良

地震発生後の土砂災害
警戒避難雨量基準の設
定法の改良★

地震による土砂災害発生状況
の早期・広域把握手法の開発

下水道施設の段階的応急復旧対策の効果実態把握

放射性物質を含む下水汚泥への対処法の検討

下水道施設の応急復旧
状況の収集・整理

下水道管きょの耐震対策の向上検討→下水
道施設の耐震対策指針と解説2014年版★

下水道管きょの大規模地震による被害推測
法の開発→迅速・適切な緊急支援体制構築

地震動による河川堤防被災と洪水の
同時期生起への対応の検討→複合
災害対処に向けての基本知見

実験，解析，現地データ分析による河川・陸地津波遡上の特性把握

粘り強い海岸堤防（盛土被覆タイプ）の構造の提案
→被災現場の復旧工法，海岸法改正で位置づけ★

自然・地域インフラを活用した対津波減災方策の検討
「東日本大震災からの復興に係わる公園緑地整
備に関する技術的指針」作成へのインプット★

防災公園の計画・設計に関するガイド
ライン(案)の検討→H27.9改訂版発出★

対液状化を考慮した舗装構造の検討

地震時の道路橋通行障害をセンサー
により自動把握するシステムの開発

道路啓開の優先路線・区間を抽出する手法の開発

震災時の道路上へのガレキ発生量予測手法の検討

道路啓開の進捗と避難所への物資供給状況との関係把握

津波避難シミュレーションによる避難安全性の評価手法の開
発、津波避難を円滑化する市街地整備の計画手法の検討

海洋レーダによるリアルタイムでの面的津波検知技術の開発

津波来襲時の避難水域整備に関
わる港湾計画基準の検討

海岸保全施設（防潮壁）の耐津波設計の検討

港湾施設（防波堤）の耐津波設計，粘り強い構造化の提案→
防波堤の耐津波設計ガイドライン（H25.9，H27.12）に反映★

港湾施設の耐震設計と
地震被害推定法の検討

空港の震災対応能力の向上のため
の震災リスクマネジメントの活用法

震災初期段階での緊急対応に求め
られる空港機能の分析

津波避難ビルの構造要件の検討，津波荷重設定の合理化→各種基準化★
外壁材の脱落を考慮した
耐津波設計法の開発

建築物の長周期地震動への対応に関する検討→「超高層建築物等における南海

トラフ沿いの巨大地震による長周期地震動への対策案について」パブリックコメン
トを経て国土交通省住宅局から地方公共団体等へ通知（平成28年6月）★

高層建築物の地震後の火災対応の向上検討

天井脱落対策に係わる技術基準の検討，エレベーター・エスカレーターの脱落防止対策の検討→建築基準法告示★

住宅地盤の液状化判定手法の開発→住宅性能表示制度に反映★

応急的住まいの供給状況と退去・解消の実態把握
入居経緯，居住実態，自宅再建動向の分析

復興まちづくりにおける災害公営住宅の役割の分析：まちに
人を住まわせる、まちに必要な機能を提供する取り組み

災害公営住宅の供給計画の事例収集・整理

地域の小規模住宅生産者がどのような体制を組み、被災住宅の補修・
改修、仮設住宅の建設などを展開したかの現地調査（岩手県中心）

被害を受けた港湾域の自然環境の修復手法の検討

被災した歴史的市街地の復旧プロセスの分析

被災前景観の3Dデータの作成手法開発

大規模被災時の防災拠点機能の
リダンダンシー確保手法の検討

液状化被災地（市街地）の復旧・復興支
援技術の開発・ツール提供→都市局と

共同での各種ガイドライン発出（地下水
位低下工法、格子状地中壁工法）★

今次大震災における地域建設業に
よる支援活動の実態把握と分析

今次大震災における道路管理
者の対応の記録収集・整理

大規模広域型地震によるインフラ被害
の即時推測技術の開発→災害規模感
の即時把握・共有、現場対応支援

低頻度激甚災害に対する危機管理
方策を検討する手法の開発

災害対応マネジメントにおける情報技術の活用法
検討
・道路通行実績区間、区間旅行時間の把握
・災害危険地域内にいる車両への注意情報提供
・道路管理用情報共有プラットフォームの活用
・道路基準点・基盤地図情報の座標補正法提示

・情報化施工技術による埋設ガレキ等の管理手法の検討
・３次元CADデータを活用した災害復旧支援の検討
・３次元設計データを用いて橋梁変状を監視する技術の検討

宅地液状化マップ作成支援ソフト

特定開発行為にかかわる技術的基準の検討：建築物，盛土・切土の対津波安全性の評価法★

津波防災地域づくり法関連

今次被災地の防災拠点の
機能発揮・喪失実態分析

津波予報の予想
波高に応じた津
波浸水域探索シ
ステムの開発

津波からの
多重防護・
減災システム

道路橋示方書下部構造編，耐
震設計編の改定に反映★

道路橋示方書耐震設計編の改定に
反映（地域の防災計画等を考慮）★



Ⅰ.2 全体俯瞰図から見る調査研究の

概要 

 
改めて図-Ⅰ.1 を参照いただきたい。左上端の地震動

の把握分析と左下端の津波襲来状況の把握を起点に、

様々な分野の調査研究が左から右へ展開していく状況

が示されている。それを縦に見ていくと分野の並びを

読み取ることができる。大まかには上から順に、 

・ 土砂災害、ダム、道路構造物、河川構造物（主とし

て堤防）、宅地、各種建築物  ＜主に地震動による

被害＞ 

・ 下水道施設、都市域全般の被害状況、被災者の住宅

確保、空港、港湾施設（含；防波堤）、漂流物、港湾

関係の物流  ＜地震動と津波による被害＞ 

・ 公園緑地、海岸保全施設（盛土被覆タイプ、胸壁、

護岸）、建築物、河川堤防、道路橋、自然環境（津波

影響、修復）、景観・歴史的市街地等 ＜主に津波に

よる被害＞ 

という分野を、一連の調査研究がカバーしていること

がわかる。さらに、矢印でつながれた項目群を見るこ

とで調査研究の展開を追跡することができ、また縦方

向に線（矢印無し）でつながれた、あるいは破線で囲

まれた項目群を見ることで、分野横断の連携状況を把

握できる。 

このような全体俯瞰図から、各調査研究項目の位置

づけを把握できることはもちろん、例えば、調査研究

項目間でさらに連携を充実させるべき組み合わせがな

いか、今後新たなカバーすべき分野があるかなどの吟

味を行うことができる。また、別の大きな災害発生に

際して、どのような調査研究体制を組むべきかを検討

する際に、このような俯瞰図は有用な材料となろう。 

この種の俯瞰図は、“地図”と似ていて、特定の目的

のために作成するというよりも、全体俯瞰を可能にす

る基本的道具を調えること自体に必要性を認めて作成

するという性格が濃い。したがって、図-Ⅰ.1 から得ら

れる情報を手早く抽出して作業完了にするというよう

なことではなく、そこから様々に役立つ情報をその

時々で引き出していくという利用スタンスが望ましい。 

次節では、図-Ⅰ.1 活用の代表事例として、「調査研

究の展開パターン」と「分野横断の調査研究連携」に

ついて理解を深めるための分析を示す。 

 

Ⅰ.3 全体俯瞰図を用いた分析の例 

 
Ⅰ.3.1 調査研究の展開パターン 

 
前述のように図-Ⅰ.1 は、調査研究項目の左から右へ

の連なりが対象分野ごとに何本も存在する状況を表現

している。この連なりにおいて、調査研究の類型が変

転するパターンを見ていく。図-Ⅰ.1 から最大公約数的

パターンを抽出した図-Ⅰ.3 を参照されたい。一連の調

査研究の中で、「震災を起こした事象の把握・分析」か

ら「被害の実態把握、分析、メカニズム検討／データ

アーカイブ」という展開が全体の基軸となり、そこか

らさらに「危険事象予測、危険度評価手法」「外力設定

法・基準」「構造物の設計基準」「新工法・手法の開発」

「復旧、復興の手順・計画・フレーム」それぞれに向

かって調査研究が展開する。このうち「外力設定法・

基準」「構造物の設計基準」「新工法・手法の開発」は

相互依存関係を持つ場合が多い。ここまでのつながり

は明瞭で、調査研究の展開の“定型”をなすと表現でき

る。 

技術基準やガイドライン等という施策反映が明示

的になされたことを示す★マークも、上記の定型的展

開の出口部分に多く付いており（特に「外力設定法・

基準」「構造物の設計基準」「新工法・手法の開発」）、

ここまでの調査研究の展開が、直接的な施策反映のた

めに重要な役割を果たしていると言えそうである。 

それに対して、「緊急対応、復旧、復興の実態把握」

「災害事象覚知手法」「災害対応マネジメント手法」は、

この定型展開とはやや距離がある。このうち「緊急対

応、復旧、復興の実態把握」は、被害実態把握等の検

討結果を受けて実施される面があるが、国総研の被害

調査の対象が社会インフラ中心であること、被害状況

と復旧・復興のプロセスとは一対一で対応するもので

はないことから、定型展開とのつながりは弱い。 また、

「災害事象覚知手法」「災害対応マネジメント手法」と

定型部分との関係はさらに薄くなる。これは、災害対

応マネジメント、災害事象覚知手法のいずれも、個々

の災害事象を受けての対応と言うよりは、それらを包

含して災害対応レベルの底上げを図るという性格を持

つため、ハザードから発する調査研究の流れと直接的

関係を持ちにくいためである。 
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このような、定型展開とやや距離を置く調査研究類

型は、★マークが現段階で付いていなことと相まって、

その位置づけがあいまいとの印象を与えるかもしれな

い。しかし、たとえば、「緊急対応、復旧、復興の実態

把握」の類型に属する被災者のための住宅確保や応急

仮設住宅供給の取り組み実態、災害公営住宅の役割発

揮状況、防災拠点の機能発揮状況、地域建設業の支援

活動実態などに関する調査・分析（図-Ⅰ.1 の中段、中

央～右方に位置）は、被災者や被災地と密接な関係を

持つという意味で有用な情報・知見を提供している。

災害事象覚知手法を包含する災害対応マネジメント手

法の検討も（図-Ⅰ.1 では右端に位置する）、防災・減

災施策におけるソフト面の強化やソフト－ハードの一

体化を進める上で、今後重要度がさらに増大していく

はずである。 

以上から、当該ハザードの把握・分析に発する比較

的道筋が明確な“定型展開”は、「従前の技術体系におい

てさらに改善すべきことを当該災害から見出し、防

災・減災の技術水準の向上とその実務への波及を達成

する」という“PDCA サイクル回し”を担うもの、と言

える。この際には、1 回前の PDCA サイクル回しがど

のようなものであったかを理解して積み上げるという

技術の継続性の確保が重要となる。その意味で、既往

災害に際して行った展開と対比できるようにしておく

ことが大事である。 

一方、定型展開とやや距離を置く調査研究類型につ

いては、現時点で直接的な施策反映に持って行きにく

いことだけをもって軽視するのではなく、それが防

災・減災策の拡充
．．

につながる可能性を見据えて取り組

むことが大事である。拡充は、「緊急対応、復旧、復興

の実態把握」「災害事象覚知手法」「災害対応マネジメ

ント手法」に発するものに限らず、次なる施策拡充に

向けて新たな調査研究項目を開拓することがあって良

い。ただし、この種の調査研究は、定型展開と違って

成果の活用先が定まりにくい性格を持つので、常にそ

の意義と位置づけを吟味するという姿勢が求められる。 

以上の整理から、防災・減災のための技術水準を的

確に向上させる定型展開と、施策の次なる拡充につな

げるための新たな展開をバランス良く行っていくこと、

そのための調査研究のマネジメントが肝要と言える。 

 

Ⅰ.3.2 分野横断の調査研究連携 

 

図-Ⅰ.1 において、縦方向すなわち分野横断のつなが

り状況を見ていく。この図から、分野横断の結節には

次の３種類すなわち、・ハザード起源、・事象メカニズ

ム、・施策、に関する共通性があると言えそうである。 

まず、ハザード起源の共通性は、東日本大震災につ

いて言えば、地震動と津波という２つのハザードから

各分野の調査研究が展開しており、地震動と津波襲来

状況に関する検討は、多くの分野に共通する起点とな

っていることを指す。一連の調査研究の起点に位置す

るこの結節点は、特に、各分野の外力設定と密接な関

係を持つ。構造物は分野毎に求められる機能や外力作

用状況を支配する条件が異なるので、甚大な被害をも

たらす１つのハザードが生起したからと言って、各分

野の外力設定を同じ方式で一律に見直すことにはなら

ない。その一方、同種のハザードを起源とする外力を

扱うがゆえに確保すべき共通性や整合性も存在する。

この結節点での分野横断の吟味を通じて、外力設定検

討における分野間の共通性を理解した上で、分野それ

ぞれの独自性を検討するというやり方をとることは、

技術を体系的・合理的に進展させる上で重要である。 

震災を起こした事象の把握・分析 
 被害の実態把握，分析，メカニズム

検討／データアーカイブ 

 緊急対応，復旧，復興の実態把握

危険事象予測，危険度評価手法

外力設定法・基準

構造物の設計基準

新工法・手法の開発

復旧、復興の手順・計画・フレーム

 災害事象覚知手法 

災害対応マネジメント手法 

比較的強いつながり

弱いつながり

結線なし： 個別的関係性は小さい

凡 例

図-Ⅰ.3 調査研究の展開における類型変転の代表的パターン 

4



本研究報告では、この点を考慮して、第Ⅲ部の被害

調査編に「東日本大震災における地震・津波の外力・

影響に関する共通的分析」という章（第 1 章）を、ま

た、第Ⅳ部の研究成果編に「地震・津波の外力・影響

の設定に関する共通的検討」という章（第 1 章）を設

け、関係する分野が共通して必要とする分析・検討を

行っている。さらにⅣ.1.4 の「構造物の設計等に関わ

る津波外力設定の全体像」のところでは、一見すると

津波外力算定手法が分野毎に発展してきているように

見えるが、津波の構造物への作用に関する基本特性に

照らすと実は、根幹のところで互いに共通している部

分があり、そこから、各分野の津波外力算定法を体系

的に捉え直すことができると論じている。 

２番目の「事象メカニズムの共通性」の代表例は液

状化現象である。液状化現象は、東日本大震災におい

て地震動により出現した、被災を起こす事象の１つで

あり、その影響は、道路構造物（特に、基礎や舗装）、

河川堤防、宅地、下水道管きょという多分野に及んだ。

その被害の態様と復旧および対策法には分野毎に違い

はあるものの、被害の直接原因が液状化現象という点

で共通している。図-Ⅰ.1 上部の中央付近において縦方

向に繋いでいる線は、「液状化に関する共通的技術検討」

をコアに、関係する分野の調査研究内容が相互に関係

性を持つことを示している。この例のように、様々な

被災を起こす共通的事象が存在する場合、それに着目

した分野横断連携をはかることが必要となる。 

 ３番目の「施策に関する共通性」は、調査研究の“出

口”が１つの施策パッケージに属することを意味する。

すなわち、様々な調査研究の成果が、体系的に構成さ

れ１つの施策パッケージの推進に寄与する構図となる

ことを求められる場合、それらの調査研究は“出口”が

同じという共通性を持つことになる。その代表は、図-

Ⅰ.1の右下部に位置する、広く破線で囲われた領域「津

波からの多重防護・減災システム」の調査研究群であ

る。 

東日本大震災のような大規模津波に備えるには、ハ

ード整備だけでは限界があることから、ハード・ソフ

ト施策を総動員する多重防御による減災システムの構

築が必要である。これを達成するためには、性格の異

なる様々な技術や方法を適切に組み合わせた包括的な

施策展開の実施が求められる。このように、持つべき

相互関係が明確な多数の成果の創出を求められる調査

研究群の実施においては、着手段階からの連携が大事

になる。このような連携のマネジメントを適切に行う

ために、「施策に関する共通性」に着目した調査研究群

の関係把握は有用である。本研究報告では、第Ⅴ部と

して「津波からの多重防御・減災システムの構築に向

けた分野横断的取り組み」を設け、この共通性に根ざ

した分野横断の統合的調査研究がどのように実施され

たかを、各分野の研究成果とは別に説明している。 

以上の「津波からの多重防護・減災システム」の調

査研究群領域の右下方には、津波により影響を受けた

自然環境や被災した歴史的市街地などの地域資源を、

復旧・復興のプロセスにきちんと組み込んで再生して

いくことに役立つ調査研究群が示されている。 

分野横断の連携を促す以上３種の共通性以外に、た

とえば、「場の共通性」も考えられる。これには、１つ

の場所に異種のインフラが存在し、それらの被害が相

互に影響を与える場合が考えられる。 

 

Ⅰ.4 まとめ 

 

以上に見てきたように、広範な調査研究の内容を図

-Ⅰ.1 のような図に表現することで、調査研究の展開パ

ターンを把握・確認することができ、個々の調査研究

の位置づけの明確化に役立ち、その進め方の改善につ

いて知見を得ることができる。また、全体俯瞰図を用

いて各分野の調査研究の展開を横断的に関連づけるこ

とは、技術展開の合理化・体系化を一層進める上でも、

包括的な施策推進に資するよう調査研究の成果を最大

化する上でも有用である。 

全体俯瞰には、ここで示した方法に限らず、様々な

方法が試されて良い。重要なことは、広範で、しかも

相互に密接な関係を持ちうる調査研究の推進や結果の

評価、次の調査研究への改善方策の具体化を図るため

に、それに適した道具を工夫し、活用して行くことで

ある。 
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